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連結貸借対照表 
2023 年 12 月 31 日現在 

（単位：百万円） 

資産の部 負債の部 

項  目 金  額 項  目 金  額 

流動資産 713,220 流動負債 468,316 

  現金及び預金 101,880   支払手形及び買掛金 70,096 

  受取手形 2,779   短期借入金 22,498 

  売掛金 132,572   借入地金 262,185 

  棚卸資産 379,115   一年内返済予定長期借入金  24,720 

  貸付地金 55,148   未払金 39,250 

  未収消費税等 16,646   未払法人税等 2,842 

  未収還付法人税等 7,547   契約負債 4,898 

  未収入金 4,405   預り金 31,685 

  前渡金 6,851   賞与引当金 1,623 

  その他 6,681   その他 8,517 

  貸倒引当金 △409 固定負債 22,370 

固定資産 182,776   長期借入金 10,063 

 有形固定資産 99,002   資産除去債務 1,596 

  建物及び構築物 34,571   退職給付に係る負債 1,115 

  機械及び装置 26,474   リース債務 2,921 

  土地 15,655   繰延税金負債 5,128 

  建設仮勘定 14,796   その他 1,545 

  リース資産 2,753   

  その他 4,751   

 無形固定資産 12,869 負債合計 490,687 

  ソフトウェア 4,466 純資産の部 

  ソフトウェア仮勘定 1,608 株主資本 365,692 

  顧客関連資産 2,361   資本金 500 

  その他 4,433   資本剰余金 9,719 

 投資その他の資産 70,903   利益剰余金 363,337 

  投資有価証券 5,295   自己株式 △7,864 

  関係会社株式 32,146 その他の包括利益累計額 39,573 

  関係会社出資金 3,526 その他有価証券評価差額金  1,934 

  退職給付に係る資産 18,869   為替換算調整勘定 30,987 

  繰延税金資産 9,359   退職給付に係る調整累計額  6,651 

  その他 1,708 非支配株主持分 43 

  貸倒引当金 △2 純資産合計 405,308 

資産合計 895,996 負債・純資産合計 895,996 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連結損益計算書 
自 2023 年 4 月  1 日 

至 2023 年 12 月 31 日 

（単位：百万円） 

項  目 金  額 

売上高  611,128 

売上原価  543,443 

       売上総利益  67,685 

販売費及び一般管理費  35,714 

       営業利益  31,971 

営業外収益   

     受取利息及び配当金 453  

     受取ロイヤリティ 187  

     賃貸収入 1,172  

     持分法による投資利益 4,761  

     その他 921 7,496 

営業外費用   

     支払利息 

     為替差損 

1,374 

411 

 

 

     デリバティブ評価損 3,227  

     金融費用 2,482  

     その他 145 7,639 

       経常利益  31,828 

特別利益   

     固定資産売却益 4  

     持分変動損益 486  

     その他 30 522 

特別損失   

     固定資産除売却損  291  

     減損損失  52 344 

       税金等調整前当期純利益  32,005 

     法人税、住民税及び事業税 

     過年度法人税等戻入額 

  6,213 

△6,479 

 

 

     法人税等調整額 9,554 9,338 

       当期純利益  22,667 

     非支配株主に帰属する当期純損失  △16 

       親会社株主に帰属する当期純利益   22,683 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
自 2023 年 4 月  1 日 

至 2023 年 12 月 31 日 

（単位：百万円） 

 
株 主 資 本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 500 9,719 341,009 △7,864 343,364 

当期変動額      

剰余金の配当 － － △355 － △355 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
－ － 22,683 － 22,683 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
－ － － － － 

当期変動額合計 － － 22,328 － 22,328 

当期末残高 500 9,719 363,337 △7,864 365,692 

（注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

  

 

その他の包括利益累計額 

非支配 

株主持分 
純資産合計 

その他 

有価証券評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

退職給付に

係る調整 

累計額 

その他包括

利益累計額 

合計 

当期首残高 1,313 22,130 2,218 25,661 57 369,083 

当期変動額       

剰余金の配当 － － － － － △355 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
－ － － － － 22,683 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
621 8,856 4,432 13,911 △13 13,898 

当期変動額合計 621 8,856 4,432 13,911 △13 36,226 

当期末残高 1,934 30,987 6,651 39,573 43 405,308 
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連結注記表 

 

〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数   39社 

主要な連結子会社の名称 

田中貴金属工業株式会社、田中電子工業株式会社、EEJA株式会社、田中貴金属ジュエリー株式会社、

Metalor Technologies International SA、Metalor Technologies SA、Metalor Technologies USA Corporation 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称 

持分法を適用した関連会社の数     9社 

主要な会社等の名称 

LT Metal Co., Ltd.、株式会社フルヤ金属 

(2) 持分法を適用しない関連会社の名称等 

関連会社の名称 

ギメルトレーディング株式会社、NPGM KOREA Co., Ltd. 

持分法を適用していない理由 

持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないためであります。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

(1) 当連結会計年度より、当社および従来3月決算であった連結子会社の決算日を、田中貴金属（インド）株

式会社1社を除いて、3月末日から12月末日に変更し、合わせて連結決算日を3月末日から12月末日に

変更しております。従いまして、経過期間である当連結会計年度は、2023年4月1日から2023年12月31日

までの９か月間を連結対象期間とした変則決算となっております。なお、従来から12月決算の会社につい

ては、12か月間での決算を行い、連結計算書類に取り込んでおります。 

田中貴金属（インド）株式会社の決算日は3月31日であり、連結財務諸表の作成に当たっては連結決算

日現在で実施した仮決算に基づいた財務諸表を使用しております。 
 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券   

 市場価格のない株式等以外 

のもの 

… 時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

 市場価格のない株式等 … 移動平均法による原価法 

 ②デリバティブの評価基準及び評価方法 

 デリバティブ … 時価法 

 ③棚卸資産の評価基準及び評価方法 
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 原材料・仕掛品・製品 … 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定) 

商品 … 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による薄

価切下げの方法により算定) 

 貯蔵品（地金基礎在庫） 

 

… 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定） 

 貯蔵品 … 最終仕入原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産(リース資産を除く) 

 建物(建物附属設備、在外連結

子会社が取得したものを除く) 

… 定率法(但し、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法)を採用しております。 

 建物(建物附属設備)及び構築

物(在外連結子会社が取得した

ものを除く) 

… 定率法(但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法)を採用しております。 

 機械及び装置(在外連結子会

社が取得したものを除く) 

… 国内子会社の多くは一部を経済的耐用年数による定額法、その

他は主として定率法を採用しております。 

 上記以外の有形固定資産 … 定率法(但し、在外連結子会社が取得したものは定額法)を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

 建物及び構築物 … ２～60年 

 機械及び装置 … ２～10年 

 ②無形固定資産 … 定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(

５年)に基づいております。 

顧客関連資産については、効果の及ぶ期間(９～14年)に基づい

て償却しております。 

 ③リース資産   

ｱ 所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

… 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

ｲ ｱ以外のリース資産  … 

 

在外連結子会社の一部については、国際財務報告基準（以下、「

IFRS」という）に基づき、財務諸表を作成しておりますが、IFRS第

16号により、リースの借手については、原則としてすべての貸借対

照表に資産及び負債として計上しており、資産計上されたリース

資産の減価償却方法は定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準   

 ①貸倒引当金 … 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 ②賞与引当金 … 従業員の賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上しております。 

 ③役員賞与引当金 … 役員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しておりま

す。 
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 ④役員退職慰労引当金 … 役員及び執行役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職

慰労金に関する規定(内規)に基づき必要額を計上しております。 

(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 ①ヘッジ会計の処理 

 ヘッジ会計の方法 … 特例処理の要件を満たしている金利スワップについて、特例処理

を採用しております。 

また、連結子会社の一部では、貴金属地金価格スワップについ

て、公正価値ヘッジ処理によっております。 

 ヘッジ手段とヘッジ対象とヘッジ方針 

 ヘッジ手段 … 金利スワップ 

貴金属地金価格スワップ 

 ヘッジ対象 … 金利変動により影響を受ける借入金利息 

価格変動により影響を受ける貴金属地金たな卸資産 

 ヘッジ方針 … 当社所定の社内承認手続きを行ったうえで、借入金利息の金利

変動を回避する目的により、金利スワップを利用しております。 

また、貴金属地金の価格変動リスクを回避する目的により、貴金属

地金価格スワップを実施しております。 

 ヘッジの有効性評価の方法  … 金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の

評価の判定を省略しております。 

更に、貴金属地金価格スワップについては、毎月、ヘッジ対象物

とヘッジ取引の取引量が一致するように管理し、期末決算時にお

いては予定していた損益、キャッシュ・フローが確保されたか否か

を検証し、有効性を確認しております。 

 ②退職給付に係る会計処理の方法 

 退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債の見込額に基づき計上しております。なお、

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による定

額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用につ

いては、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計

額に計上しております。 

(5) 収益及び費用の計上基準 
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 ①貴金属地金の売買手数料 

顧客から指定された品種、数量を商社等より買付して販売するサービスを行っております。当該取引にお

いては、売買手数料等を収益として認識しております。収益の認識時点は、顧客へ役務を提供した時点

としております。 

②産業用製品の販売 

貴金属を使用した産業用製品の製造、販売しております。収益認識の時点は、顧客へ製品を引渡した時

点としておりますが、一部顧客との間ではSMI取引（供給者在庫負担方式）等の契約に基づき、製品を顧

客が使用した時点としております。 

③貴金属回収・精製の役務の提供 

顧客より貴金属を含有した屑を回収及び精製するサービスを行っております。当該取引においては、回

収・精製料を収益として認識しております。収益認識の時点は、役務を提供した時点としております。 

 ④貴金属積立サービス手数料 

個人顧客向けの貴金属積立サービスは、各種手数料を収益として認識しております。収益認識の時点

は、役務を提供した時点としております。 

上記のいずれの取引についても、支払条件は通常短期のうちに期日が到来するものであり、契約に重

要な金融要素は含まれておりません。 

 

〔収益認識に関する注記〕 

収益を理解するための基礎となる情報 

「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「会計処理基準に関する事項」の

「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

〔会計上の見積りに関する注記〕 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結

会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

有形固定資産 … 99,002百万円 

棚卸資産 … 379,115百万円 

 （有形固定資産） 

有形固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループか

ら得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。 

有形固定資産のうち減損の兆候の把握、減損損失の認識の判定及び測定に当たっては慎重に検討して

おりますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、

減損損失の認識の判定及び測定に影響を与える可能性があります。 

 （棚卸資産） 

   棚卸資産には、貴金属地金・コイン、運用地金、仕掛品、貯蔵品等を含んでおります。うち、貴金属地金・

コインは、顧客へ販売するためのプラチナ、金、銀、イリジウム、ロジウム、パラジウム、ルテニウム、オスミウム、

タンタルであり、品種ごとに総平均法による原価法で評価しております。総平均法による原価法で算出した

期末評価額が、期末日の時価を上回る場合、収益性の低下を認識し、評価額の切り下げを行っております。 

 

〔連結貸借対照表に関する注記〕 

１． 在外連結子会社であるMetalor Technologies International SA及びその子会社が顧客の代理で保管する貴
金属地金については、所有権やリスク等の所在が顧客に帰属するため、連結計算書類の棚卸資産に含ま
れておりません。 
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なお、在外連結子会社が、その事業年度末日に顧客の代理で保管する貴金属地金の市場価値は81,081
百万円です。 

    
２． 有形固定資産の減価償却累計額 … 182,436百万円 
   
３． 保証債務  
 従業員の住宅融資に対する保証 … 22百万円 
    

 

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１． 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 67,138千株  
 Ａ種類株式 30,299千株 
   

２． 当連結会計年度末の自己株式の種類及び総数 

 普通株式 37,506千株  
 Ａ種類株式 666千株 
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３． 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2023年６月19日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 133百万円 4.50円 

2023年 

３月31日 

2023年 

６月30日 

2023年６月19日 

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 133百万円 4.50円 

2023年 

３月31日 

2023年 

６月30日 

2023年11月20日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 44百万円 1.50円 

2023年 

９月30日 

2023年 

11月24日 

2023年11月20日 

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 44百万円 1.50円 

2023年 

９月30日 

2023年 

11月24日 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

次のとおり予定しております。 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2024年３月18日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 162百万円 5.50円 

2023年 

12月31日 

2024年 

３月29日 

2024年３月18日 

取締役会 
Ａ種類株式 利益剰余金 162百万円 5.50円 

2023年 

12月31日 

2024年 

３月29日 

 

〔金融商品に関する注記〕 

１．金融商品の状況に関する事項 

当グループは主要取引金融機関と貸出コミットメントライン契約を締結し、国内関係会社における資金を一

括して調達するとともに、グループ内での資金の効率化を図るため、国内関係会社とキャッシュ・マネジメント・

サービスを導入し、資金の一元管理を行っております。 

調達手段は上記契約に基づく短期借入と、長期での借入及び社債の発行であり、一部の長期借入金の金

利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。 

有価証券については、当社が持株会社であるため主として関係会社株式を保有しております。上場株式に

ついては半期毎に時価の把握を行っております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

2023 年 12 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。 

なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません(注２参照)。 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表

計上額(※) 
時価(※) 差額 

(1) 現金及び預金 101,880 101,880 － 

(2) 受取手形及び売掛金 

貸倒引当金(※1) 

 

135,352 

△409 

134,943 

 

 

134,943 

 

 

－ 

(3) 投資有価証券 3,474 3,474 － 

(4) 関係会社株式 9,522 13,522 4,000 

(5) 支払手形及び買掛金 △70,096 △70,096 － 

(6) 短期借入金 △22,498 △22,498 － 

(7) 預り金 △31,685 △31,685 － 

(8) 一年内返済予定長期借入金 △24,720 △24,720 － 

(9) 長期借入金 △10,063 △9,963 100 

(10) デリバティブ取引(※2) △157 △157 － 

   ※負債に計上されているものについては△で示しております。 

(※1) 売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(3) 投資有価証券、(4) 関係会社株式 

これらの時価について、取引所の価格によっております。 

(5) 支払手形及び買掛金、(6) 短期借入金、(7) 預り金、(8) 一年内返済予定長期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(9) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行及び借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(10) デリバティブ取引 

為替予約の時価については取引先金融機関から提供された価格等によっております。 

(注2) 非上場株式(連結貸借対照表計上額114百万円)、組合出資金(同1,706百万円)、関係会社株式(同

22,624百万円)及び関係会社出資金（同3,526百万円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もることができず、市場価格のない株式等のため、「(3)投資有価証券、(4)関係会社

株式」には含めておりません。 
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〔１株当たり情報に関する注記〕 

１． 1株当たり純資産額 … 6,838円23銭
２． 1株当たり当期純利益 …   382円75銭

 

〔企業結合等に関する注記〕 

株式譲渡契約に伴う追加支払 

2016 年 9 月に当グループが Metalor Technologies International SA の株式を取得した際に締結した株式

譲渡契約には、一定の事象が事後的に発生した場合に追加の支払が発生する旨が約定されています。取得

対価の追加支払が発生した場合、取得時に支払ったものとみなして取得価額を修正し、のれんの金額及びの

れんの償却額（発生時より５年で償却）を修正することとしています。追加支払の最大額は 25,729 千 US ドル

（3,619 百万円相当）であります。 

なお、当連結会計年度において追加取得したのれんはございません。 

 

〔その他の注記〕 

偶発債務 

Metalor Technologies SA は、スペイン税務当局から過年度に還付された 16,577 千ユーロ（2,604 百万円相

当）の付加価値税の返還と関連した金利および過料の支払いを求められています。同社は税務当局の決定

に対して異議を申し立てております。 

当グループは、法令等に違反する事実は一切ないものと確信しており、当連結会計年度において引当金の

追加計上はございません。 
 


